
入札参加資格確認申請書


　　令和　　年　　月　　日

　一般財団法人広島県環境保全公社
理事長　尾崎　哲也　 様
　



代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　
　令和８年２月25日付けで公告のあった次の一般競争入札に参加したいので、必要書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４の規定のいずれにも該当しない者であること、入札参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

１　調達物品及び数量
令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 余水処理施設保守点検業務

２　添付書類
　　　書類名を記入（誓約書は必須）
	・誓約書





誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日

一般財団法人広島県環境保全公社
理事長　尾崎　哲也　様

所在地
商号・名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　
（担当者名　　　　　　　　　　　）


　今般の令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 余水処理施設保守点検業務の競争入札に関し、刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは第198条又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第３条若しくは第８条第１号等の法令に抵触する行為は行っていないことを誓約するとともに、今後とも法令を遵守することを誓約します。
　また、次のことについて、異議はありません。

○　この誓約書の写しが公正取引委員会及び警察本部に送付されること。

○　法令に違反した場合等に、当該調達案件に係る契約書の規定に従い、契約が解除されることがあること。

○　契約が解除された場合に、当該調達案件に係る契約書の規定に従い、違約金及び損害賠償金を支払うこと。



入　　札　　書



　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　（消費税及び地方消費税相当額を除く｡）

但し、
令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 余水処理施設保守点検業務に係る委託料として
 
［内訳］
　



上記のとおり、一般財団法人広島県環境保全公社財務規則及び広島県契約規則について承諾の上、入札します。


令和　　年　　月　　日

所在地

商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　
（代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　印）　


一般財団法人広島県環境保全公社
理事長　 尾崎　哲也 様


委　　任　　状



令和　　年　　月　　日


一般財団法人広島県環境保全公社
理事長　尾崎　哲也　様


委任者　

　　　　商号又は名称

　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印


　私は、次の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　



　使　用　印　鑑


委任事項
令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 余水処理施設保守点検業務
　に係る見積り及び入札に関する一切の件




仕様書に対する質問書


令和　　年　　月　　日
　一般財団法人広島県環境保全公社
　理事長　尾崎　哲也　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　

業務名　：　令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 
余水処理施設保守点検業務
業務場所　：　広島市南区出島四丁目地先

	質　問　事　項
	


注　質問に対する回答は、令和８年３月６日から令和８年３月20日まで当機関において閲覧に供する。


入　札　辞　退　届



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　一般財団法人広島県環境保全公社
　　理事長　　尾崎　哲也　様



所 在 地
商号又は名称
代表者職氏名
（担 当 者 　　　　　　　 　　　　）
（電話番号　　　　　　　 　　　　 ）

　次の入札は、辞退いたします。

	業務名
	令和８～10年度広島港出島地区廃棄物等埋立処分場
余水処理施設保守点検業務

	業務場所
	広島市南区出島四丁目地先
　広島港出島地区廃棄物等埋立処分場

	入札予定年月日
	
 　令和８年３月23日



注 この届は、入札執行の完了に至るまでに発注機関に直接持参するか、郵便等（入札執行の前日（その日が休日の場合はその直前の平日とする。）までに必着するものに限る。）により提出してください。
なお、郵便等により提出する場合に地理的条件等により、入札執行の前日（その日が休日の場合はその直前の平日とする。）までにこの届が到達しないおそれがある場合は、併せて、発注機関に対して入札辞退を電話連絡すること。
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